
横 浜 市 中 小 企 業 振 興 基 本 条 例 に 基 づ く 

令和２年度の取組状況について 
 

１ 物品及び委託契約における市内中小企業者の受注機会の増大について 

 

（１）令和２年度の受注機会増大に向けた取組 

物品の調達及び委託業務の発注にあたっては、市内経済の活性化の観点から、従来より市内

事業者への優先発注を基本方針とし、発注を進めてきました。 

  令和２年度の選挙管理委員会事務局における契約実績は、物品契約が 15 件、金額 679 千円、

委託契約が 10 件、金額 6,919 千円となっており、いずれも市内中小企業者へ発注しています。 

 

（２）今後の受注機会増大に向けた取組の方向性 

市内中小企業者への発注の可否の確認をさらに徹底し、その優先発注に努めます。 

   

市内中小企業者への発注状況（選挙管理委員会事務局契約分） 

区分 

契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く） 単独随意契約及び 
大規模契約の合計 市内中小企業契約実績  

件 数 構成比率 
前年度から 

の増減 
金 額 構成比率 

前年度から 

の増減 
件 数 金 額 件 数 金 額 

令

和

２

年

度 

 件 ％ ％ 千円 ％ ％ 件 千円 件 千円 

工事 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0 0 

物品 15 100 7.5 679 100 12.3 15 679 8 373 

委託 10 100 0.0 6,919 100 0.0 10 6,919 5 51,176 

合計 25 100 4.8 7,598 100 1.3 25 7,598 13 51,549 

令

和

元

年

度 

工事 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0 0 

物品 37 92.5 ▲1.4 2,130 87.7 ▲6.3 40 2,428 22 3,261 

委託 22 100 6.7 20,182 100 63.7 22 20,182 40 406,797 

合計 59 95.2 1.4 22,312 98.7 60.5 62 22,610 62 410,058 

※ 契約実績金額については、変更契約に伴う増減を含んだものとなっています。 

※ 「構成比率」はそれぞれの数値（件数又は金額）が契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）に占める割合です。 
※ 各項目で四捨五入をしているため、合計値と一致しない場合があります。 

※ 「契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）」は、経済産業省が行っている「官公需契約実績額等の調査」と同様に、競

争の余地がない「単独随意契約」及び中小企業者の参入の余地が少なく入札参加者を市内事業者に限定できない「大規模契約（政

府調達協定（ＷＴＯ）対象契約）」を除いたものです。 
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【参考資料】 

市内中小企業者への発注状況（財政局契約部契約分） 

区分 

契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く） 単独随意契約及び 
大規模契約の合計 市内中小企業契約実績  

件 数 構成比率 
前年度から 

の増減 
金 額 構成比率 

前年度から 

の増減 
件 数 金 額 件 数 金 額 

令

和

２

年

度 

 件 ％ ％ 千円 ％ ％ 件 千円 件 千円 

工事 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0 0 

物品 11 78.6 16.1 8,987 19.0 ▲52.6 14 47,267 0 0 

委託 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 11 78.6 16.1 8,987 19.0 ▲52.6 14 47,267 0 0 

令

和

元

年

度 

工事 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0 0 0 

物品 20 62.5 ▲28.7 33,072 71.6 ▲19.8 32 46,190 6 57,381 

委託 0 0 0 0 0 0 0 0 2 3,483 

合計 20 62.5 ▲29.2 33,072 71.6 ▲22.4 32 46,190 8 60,864 

※ 契約実績金額については、変更契約に伴う増減を含んだものとなっています。 

※ 「構成比率」はそれぞれの数値（件数又は金額）が契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）に占める割合です。 
※ 各項目で四捨五入をしているため、合計値と一致しない場合があります。 

※ 「契約実績（単独随意契約及び大規模契約を除く）」は、経済産業省が行っている「官公需契約実績額等の調査」と同様に競争

の余地がない「単独随意契約」及び中小企業者の参入の余地が少なく入札参加者を市内事業者に限定できない「大規模契約（政

府調達協定（ＷＴＯ）対象契約）」を除いたものです。 

 

 


